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はじめに

「現金」という一つの科目の収支のみを記録していた、従来の官庁会計である単式簿
記・現金主義による国や地方公共団体の予算・決算では、毎年度の現金収支の均衡を
捉える仕組みとなっており、現金の動きがわかりやすい反面、これまで形成してきた建
物等の資産、地方債等の負債の状況、いわゆる「ストック情報」や行政サービスを提供
するために発生した「コスト情報」が不足していました。こういった問題に対応するため、
本市では、平成12年度から、地方公共団体の行政活動の結果として形成された資産
（道路や学校などの施設や土地など）や負債（市がこれから返済する借金など）の会計
年度末時点での状況を捉えた、「普通会計バランスシート」を作成することで、よりわかり
やすい財政状況の公表に努めてまいりました。また、「バランスシート」上で示す資産形
成だけでなく、人的サービスや給付サービスなど、資産形成につながらない行政サービ
スの提供についてコストの側面から把握する「普通会計行政コスト計算書」も作成・公表
してまいりました。

このような中、平成18年8月、総務省は「地方公共団体における行政改革の更なる推
進のための指針」を策定し、自治体の「公会計の整備」について、新しい方式での財務
書類の整備を行うよう地方公共団体に対して要請を行いました。本市では、こうした動き
に積極的に対応して新たな公会計の整備を推進することとし、当面、新しい方式の一つ
である「総務省方式改訂モデル」を採用することとして、新たな財務書類４表（貸借対照
表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書）を作成し公表することとい
たしました。今後は、これら財務書類を積極的に公表して市民の皆様に本市の財務状
況を知っていただくとともに、市内部での資産・債務管理や予算執行管理などにも広く活
用し、包括的かつ長期的な視野に立った、健全な行財政運営に努めてまいります。

平成20年度（21年3月末現在のもの）より、公営事業会計の資産や債務の状況を含め
た「全体バランスシート」、第三セクター等関係団体の財務状況も含めた「連結バランス
シート」を作成し、本市行政サービス全体における資産や債務などの財務状況を明らか
にしてまいります。
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財務書類とは

財務書類には、普通会計の財務書類（標準的な地方自治体の一般会計等）と特別
会計や外郭団体を含めた連結財務書類があります。いずれの財務書類も、貸借対
照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書及び資金収支計算書の４表から構成さ
れています。なお、この４表の関係は下図【財務書類４表の関係】のようになります。

【貸借対照表】

上図のとおり、左側に道路・学校などの保有している資産、右側に資産を形成した財源を
「負債」と「純資産」に分けて対照表示したもので、どのような資産をどのような負担で蓄積して
きたかを表しています。

【行政コスト計算書】

１年間に提供した行政サービスに要したコストと、その対価を対比させた財務諸表で、経常
行政コストと経常収益から構成されています。経常行政コストは、コストの性質と行政目的の２
つの視点から区分されており、コスト性質は、「人にかかるコスト」「物にかかるコスト」「移転支
出的なコスト」「その他のコスト」の４つに区分されます。

【純資産変動計算書】

民間企業会計における株主資本等変動計算書にあたるもので、貸借対照表の純資産の部
に計上されている各数値が１年間でどのように変動したかを表してる財務諸表です。

【資金収支計算書】

行政活動の資金（歳計現金）が１年間でどのように変動したかを見たもので、従来からの歳
入・歳出決算と基本的には同じです。
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Ⅰ．鳥取市普通会計財務諸類について

１．普通会計財務諸類の概要

総務省自治財政局長通知「公会計の整備推進について」で示された「簡潔に要約された
財務書類」の様式に基づいて作成した本市の普通会計の財務書類は次のとおりです。

【財務書類の作成基準】
○作成モデル 総務省方式改訂モデル（以下、改訂モデルという。）
○会計の範囲 総務省地方財政状況調査（以下、決算統計という。）における普通会計
○作成基準日 平成２０年度末日（平成２１年３月３１日）

なお、出納整理期間内の収入支出は、作成基準日までに終了したもの
とします。

○基礎データ 主に決算統計（昭和４４年度以降）の数値を利用しています。
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２ 貸借対照表の概要

昭和44年度から平成20年度までに形成された資産は3,697億6千万円、一方、これらを取得
するために充当された負債は1,287億9千万円、純資産は2,409億7千万円となっています。

資産

3,697億6千万円

（100％）
純資産

2,409億7千万円

（65.2％）

負債

1,287億9千万円

（34.8％）
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資産の部

総資産のうち約90.4％（3,343億7千万円）を占めるのが道路や公共施設、土地などの「有
形固定資産」です。普通建設事業費の合計額を取得価格とみなして表示しています。減価
償却は、使途別に設定された耐用年数に基づき、残存価格を０とする定額法により計算し
ています。これに「売却可能資産」を加えて「公共資産」となります。

「投資等」には企業（水道・病院）会計への出資金や、中小企業への貸付金のほか、特定
目的のために積み立てている基金を計上しており、292億2千万円となっています。

「流動資産」は、現金、預金及び1年以内に現金化することが可能な資産及び市税などの
未収金で61億3千万円となっています。

有形固定資産）

流動資産61億

3千万円（1.7%）投資等292億2

千万円（7.9%）

資産の内訳〔3,697億6千万円〕

（売却可能資産＋
4千万円 3,343億7千万円

（90.4％）

公共資産
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有形固定資産の主な内訳〔3,343億7千万円〕
○生活インフラ・国土保全 1,430億9千万円 （道路・公園・住宅など）
○教育 998億3千万円 （学校・公民館など）
○産業振興 385億6千万円 （林道、農業施設、観光施設など）
○福祉 229億円 （保育所など）
○その他（総務・消防・環境衛生等） 299億9千万円 （情報伝送路、消防施設など）

生活インフラ・

国土保全

1,430億9千万円

（42.8%）

教育

998億3千万円

（29.9%）

産業振興

385億6千万円

（11.5%）

福祉

229億円

（6.8%）

消防

16億9千万円

（0.5%）
総務

216億2千万円

（6.5%）

環境衛生

66億8千万円

（2.0%）

負債の部

負債は、資産の形成にあたって充当された資金のうち、将来の負担になるものです。
このうち「固定負債」は1,165億6千万円で、翌々年度（平成22年度）以降に返済を予定し

ている市債の償還元金と、年度末に全職員が退職したと想定した場合の要支給額である
「退職給与引当金」を計上しています。

「流動負債」には翌年度（平成21年度）に返済を予定している市債の償還元金など122億3
千万円を計上しています。

なお、市債は将来にわたり返済しなければなりませんが、返済額の約半分は、毎年の地
方交付税で措置されます。
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負債の内訳〔1,287億9千万円〕

翌年度償還金等

（流動負債）

122億3千万円

(9.5%)退職給与引当金

（固定負債）

113億円

(8.8%)

市債

（固定負債）

1,052億6千万円

(81.7%)

純資産の部

純資産は、貸借対照表の借方に計上されている資産のうち、すでに市民から
支払われた税金や国・県からの補助金等を財源として取得した金額を示すもの
です。

負債が「将来世代の負担」であったのに対し、純資産は「これまでの世代の負
担」となります。内訳をみると、公共資産等整備国県補助金が703億6千万円、
公共資産等整備一般財源等が2,027億円、その他一般財源等が△321億2千万
円、資産評価差額が2千万円となっています。

純資産の内訳〔2,409億7千万円〕 (単位：千円)

25,303資産評価差額

△32,120,251その他一般財源等

202,703,068公共資産等整備一般財源等

70,360,362公共資産等整備国県補助金等
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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 105,261,574

①生活インフラ・国土保全 143,086,049 (2) 長期未払金

②教育 99,831,992 ①物件の購入等

③福祉 22,900,279 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 6,676,388 ③その他

⑤産業振興 38,565,205 長期未払金計 0

⑥消防 1,690,176 (3) 退職手当引当金 11,297,931

⑦総務 21,621,308 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産計 334,371,397 固定負債合計 116,559,505

(2) 売却可能資産 40,444

公共資産合計 334,411,841 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 10,793,408

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 0

①投資及び出資金 15,521,078 (4) 翌年度支払予定退職手当 744,756

②投資損失引当金 0 (5) 賞与引当金 689,893

投資及び出資金計 15,521,078 流動負債合計 12,228,057

(2) 貸付金 3,354,968

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 128,787,562

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 6,258,452

③土地開発基金 2,376,849 [純資産の部]

④その他定額運用基金 0 １　公共資産等整備国県補助金等 70,360,362

⑤退職手当組合積立金 0

基金等計 8,635,301 ２　公共資産等整備一般財源等 202,703,068

(4) 長期延滞債権 2,265,247

(5) 回収不能見込額 △ 560,354 ３　その他一般財源等 △ 32,120,251

投資等合計 29,216,240

４　資産評価差額 25,303

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 240,968,482

①財政調整基金 282,447

②減債基金 970,547

③歳計現金 4,434,331

現金預金計 5,687,325

(2) 未収金

①地方税 566,824

②その他 113,024

③回収不能見込額 △ 239,210

未収金計 440,638

流動資産合計 6,127,963

資　　産　　合　　計 369,756,044 負 債 ・ 純 資 産 合 計 369,756,044

※１　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※２　有形固定資産のうち、土地は112,155,006千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は189,283,273千円です。

貸借対照表
(平成21年3月31日現在)

貸　　　　　　　　　　方借　　　　　　　　　　方

3,312,605

3,296,182
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３ 財務指標による分析

社会資本形成の世代間負担比率
純資産合計／公共資産合計 ＝ 72.１％

社会資本の整備の結果を示す公共資産のうち、純資産による整備の割合を示すもの
でこの比率が高いほどこれまでの世代がすでに負担してきた割合が高いことを示してお
り、財政の健全性の見地からは好ましいといえます。しかし、社会資本は長期にわたって
利用されるものですので、世代間で公平に負担するという見地からは、一概に高いほうが
良いとは言い切れないとも考えられます。

予算額対資産比率
資産合計／歳入合計 ＝ 4.3年

歳入総額に対する資産の比率により、ストックである資産の形成に何年分の歳入が充
当されたかを見ることができ、年数が多いほど、すでに社会資本整備が進んでいるものと
考えられます。

〔平成２０年度決算における類似都市の状況〕

4.372.1鳥取市

3.974.2上越市

4.366.9松江市

予算額対資産比率（年）世代間負担比率（%）

1,2647912,055松江市

1,2266551,881鳥取市

1,3696422,011上越市

純資産負 債資 産

２．市民一人当たりの比較 （単位：千円）

※他市の各指標については、類似団体の財務書類をホームページ上で公表している団
体の平成20年度決算から引用しました。

１．財政指標の比較 （単位：％、年）
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４ 行政コスト計算書の概要

行政コスト計算書は、民間企業の損益計算書に相当するものです。
市の行政活動は、資産の形成にかかわるものだけでなく、人的サービスや給付サービス

など資産形成につながらない行政サービスも行われていますが、こうした経費は貸借対照
表には計上されません。行政コスト計算書は、資産形成につながらない行政サービスの活
動コストを明らかにしようとするものです。

また、貸借対照表が年度末の資産や負債を明らかにしたものであるのに対し、行政コス
ト計算書は、市民の皆さんに行政サービスを提供するために、この1年間どれだけの費用
を要したか、また、そのためにどのような財源（収入）を調達したかを表わしています。

本市の平成20年度行政コスト総合計は、641億5千万円で、市民一人当たりの行政コス
トで見ると32.6万円となります。

≪住民登録人口 平成21年3月31日現在 196,587人≫

性質別の経費

行政サービスにかかるコストはそのサービスの性質により次のとおり、４種類に分類して
います。

○人にかかるコスト・・・・・ 127億7千万円（構成比：19.9％）
人件費、退職給与引当金繰入

○物にかかるコスト・・・・・ 193億4千万円 （構成比：30.2％）
物件費、維持補修費、減価償却費

○移転支出的なコスト・・・・ 295億4千万円（構成比：46.0％）
扶助費、補助費等、繰出金、普通建設事業費のうち他団体への補助金

○その他のコスト・・・・・・ 25億円（構成比：3.9％）
公債費(利息)、回収不能見込額等
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行政コストの性質別の内訳〔641億5千万円〕

人にかかるコスト

127億7千万円

(19.9%)

物にかかるコスト

193億4千万円

(30.2%)

移転支出的コスト

295億4千万円

(46.0%)

その他のコスト

25億円

(3.9%)

福祉

226億円

（35.2%）

生活インフラ等

81億3千万円

（12.7%）
総務

72億9千万円

（11.4%）

教育

71億7千万円

（11.2%）

消防・議会・利息等

55億円

（8.6%）

環境衛生

68億9千万円

（10.7%）

産業振興

65億7千万円

（10.2%）

目的別の経費

目的別の経費の内訳で主なものは、福祉226億円（35.2％）、生活インフラ等81億3千万円
（12.7％）、総務72億9千万円（11.4％）、教育71億7千万円（11.2％）、環境衛生68億9千万
円（10.7％）、産業振興65億7千万円（10.2％）、消防・議会・利息等55億円（8.6％）となって
います。 福祉は、行政コスト全体の３割以上を占めていますが、生活保護費などの扶助費
に多くの経費がかかっていることが、その大きな要因となっています。

行政コストの目的別の内訳〔641億5千万円〕
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５ 純資産変動計算書の概要

純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部に計上されている各項目が、1年
間でどのように変動したかを表す財務書類で民間企業の株主資本等変動計算書や
損益計算書に相当するものです。

なお、純資産の部は今までの世代が負担してきた部分で、本市が保有する資産（財
産）の財源、又は翌年度以降に自由に使用できる一般財源の増減がわかるように
なっています。

前章で述べたとおり、本市の平成20年度純経常行政コストは610億8千万円減少し、
一般財源（市税、地方交付税等）や国県補助金等の受入が685億6千万円、よって、1
年間で74億9千万円純資産が増加したことがわかります。これを市民一人当たりで見
ると3.8万円となります。

≪住民登録人口 平成21年3月31日現在 196,587人≫

純資産変動計算書

233,481

△61,078

54,496

25,699

24,147

4,650

14,116

△47

240,968

期首純資産残高

純経常行政コスト

一般財源

地方税

地方交付税

その他行政コスト充当財源

補助金等受入

その他

期末純資産残高

金 額区 分

貸借対照表 純資産計と同じとなる。 240,968

（単位：百万円）
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６ 資金収支計算書の概要

資金収支計算書は、貸借対照表の資産の部に計上してある「歳計現金」が1年間でど

のように変動したのかを、現金の動きのみに着目して表したもので、企業会計のキャッ
シュフローに相当するものです。

なお、資金収支計算書は、「経常的収支の部」「公共資産整備収支の部」「投資・財務的
収支の部」の三つに大きく区分した上では人件費、物件費などの性質別科目で経費を分
類し他の３表と整合を図っているものです。

本市の平成20年度資金収支については「公共資産等整備収支」、「投資・財務的収支」
がマイナスとなっていますが、そのマイナスを「経常的収支」で補っています。トータル収
支は35億7千万円増加し、平成20年度末の資金は44億3千万円となっています。

資金収支計算書

22,997,933

△4,230,430

△15,193,694

１経常的収支

２公共資産等整備収支

３投資・財務的収支

3,573,809

860,522

4,434,331

当期収支

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

金 額区 分

（単位：千円）

基礎的財政収支

基礎的財政収支は、地方債償還額等を除いた歳出と地方債発行額を除いた歳入
とのバランスをみるものです。基礎的財政収支は108億円となっています。その主な
理由は、地方債の発行抑制に取組んでおり、地方債発行額よりも元利償還金の方
が71億円上回っているためです。

支出総額 82,031,593

地方債発行額 6,689,000

基金等取崩額 0

計(B） 88,720,593

収入総額 85,605,402

地方債元利償還額 13,757,592

基金等積立額 199,537

計(A) 99,562,531

基礎的財政収支 (A)－(B) 10,841,938

（単位：千円）

－14－



（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高 OK

※1 一時借入金に関する情報
① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。
② 平成0年度における一時借入金の借入限度額は20,000,000千円です。
③ 支払利息のうち、一時借入金利子は55,780千円です。
※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

　収入総額 千円
　地方債発行額 △
　財政調整基金等取崩額 △
　支出総額 △
　地方債元利償還額
　財政調整基金等積立額
　　基礎的財政収支 千円

988,596

48,216,820

12,694,171

8,665,626

10,286,224

7,415,715

2,319,294

5,847,194

資金収支計算書
自　平成20年4月  1日

至　平成21年3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部

537,983

515,453

2,144,713

152,151

25,443,559

24,146,794

12,674,420

1,994,497

6,915,578

1,303,039

9,319,951

1,101,334

3,605,183

71,214,753

22,997,933

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

23,100

6,972,741

984,517

4,930,428

0

988,000

1,344,222

3,556,287

0

189,012

5,089,521

△ 4,230,430

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

97,556

24,494,822

89,958

11,494,078

7,324,345

0

860,522

4,434,331

70,432

820,795

9,301,128

△ 15,193,694

0

3,573,809

13,757,592
199,537

10,841,938

85,605,402
6,689,000

0
82,031,593
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Ⅱ．鳥取市連結財務諸類について

１ 連結財務諸類の概要

連結財務諸類とは、普通会計のほか、自治体を構成するその他の特別会計や、本市と
連携・協力して行政サービスを提供している関係団体や法人を一つの行政サービスの実
施主体とみなして、その資産及び負債、行政コスト、資金収支等の状況を明らかにする財
務諸類のことです。

本市の連結対象範囲は、「新地方公会計制度実務研究会報告書」に基づき、下記のと
おりとなっています。

【連結対象の範囲】

①普通会計
地方公共団体ごとに異なっている一般会計など各会計の範囲について、統一的に用い

られる会計。

②公営企業会計
地方公営企業法を適用する会計。

③その他の特別会計
公営企業会計以外の特定の収入をもって事業を行なっている会計で普通会計及び公

営企業会計に属さない会計。

④一部事務組合・広域連合
一部事務組合とは、複数の地方公共団体が、行政サービスの一部を共同で行なうこと

を目的とする組織及び広域連合を設置し、県内自治体が共同して事業を推進する組織。

⑤地方三公社、第三セクター等
地方三公社は、特別法に基づき地方公共団体が設立する土地開発公社等、第三セク

ター等は、市が資本金・基本財産等を５０％以上出資している法人や出資比率が２５％以
上５０％未満の団体で、役員の派遣、財政支援などの実態から法人経営に実質的に主
導的な立場を確保していると認められる場合を対象とする。
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連結対象範囲

簡易水道事業費、公設地方卸売市場事業費、
下水道事業費、集落排水事業費、温泉事業費、
観光施設事業費

公営企業会計（法非適用企業）

鳥取市土地開発公社、鳥取市環境事業公社、
鳥取開発公社、鳥取鮮魚卸売市場、鳥取市公
園・スポーツ施設協会、鳥取市教育福祉振興会、
鳥取童謡・おもちゃ館、鳥取県東部環境管理公
社、鳥取市人権情報センター、鳥取市文化財団、
鳥取市中小企業勤労者福祉サービスセンター、
用瀬町ふるさと振興事業団、さじ弐拾壱、かみ
んぐさじ、鳥取市ふるさと農業公社、ふるさと鹿
野

⑤地方三公社・第三セクター等

鳥取県東部広域行政管理組合、八頭環境施設
組合、鳥取県後期高齢者医療広域連合

④一部事務組合・広域連合

国民健康保険費、老人保健費、介護老人保健
施設費、介護保険費、駐車場事業費、後期高
齢者医療費

③その他の特別会計

病院事業、水道事業、工業用水道事業②公営企業会計（法適用企業）

一般会計、土地区画整理費、高齢者・障害者住
宅整備資金貸付事業費、住宅新築資金等貸付
事業費、土地取得費、墓苑事業費

①普通会計

会計名・法人名等区 分

【調整事項】

○ 各団体の財務諸類からの読み替えを基本として作成しています。
○ 普通会計と特別会計には５月末まで出納整理期間がありますが、外郭団体には出

納整理期間がないため外郭団体で未収金や未払金とされているもので、本市との
間で出納整理期間中に入出金があったものについては、３月までに処理されたものと
しています。

○ 外郭団体への設立時の出資金や委託料、土地開発基金から外郭団体への貸付金
等は資産の二重計上となるため相殺処理しています。

○ 土地開発公社の用地については、将来、市が買い戻すものとして、有形固定資産
に振り替えています。
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２．連結貸借対照表について

資産
平成20年度末の連結ベースでの「資産」は6,359億2千万円で普通会計3,697億6千万円

の約1.72倍となっています。主なものは、下水道事業費及び集落排水事業費特別会計で
1,630億9千万円、公営企業会計（水道事業・工業用水道事業及び病院事業）671億1千万
円等の普通会計以外の資産が連結されて計上されるためです。なお、資産のうち「投資
等」は普通会計292億2千万円に対して218億7千万円となっています。これは、普通会計等
から公営企業会計、外郭団体等への出資額が相殺消去されるためです。

負債
連結ベースの負債は2,676億6千万円で、普通会計1,287億9千万円の約2.08倍となります。

このうち地方債（2,177億7千万円）などを含む固定負債は普通会計1,165億6千万円に対し
て2,454億6千万円となっています。主なものは、下水道事業費及び集落排水事業費特別
会計の地方債残高が801億円、公営企業会計（水道事業・工業用水道事業及び病院事
業）の地方債残高が273億4千万円などで、普通会計以外の地方債残高が連結されて計
上されるためです。

純資産
資産から負債を除いた純資産は、3,682億7千万円で、普通会計2,409億7千万円の約

1.53倍となっています。

369,756635,922
負債・純資産
合計

369,756635,922資産合計

0168繰延勘定
240,968368,265純資産

6,12821,520流動資産

12,22822,193流動負債29,21621,868投資等

116,560245,464固定負債334,412592,366公共資産

普通会計普通会計
連結負債連結資産

貸 方借 方

（単位：百万円）
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３．連結行政コスト計算書について

平成20年度末の連結ベースの経常行政コストは1,265億5千万円で、対する経常収益は
463億3千万円となり、差額の純経常行政コストは802億2千万円となっています。

経常行政コスト
連結ベースの経常行政コストは、普通会計641億5千万円に対して、約2倍の1,265億5千

万円で、国民健康保険事業（175億6千万円）、介護保険（124億2千万円）、後期高齢者医
療広域連合（167億8千万円）などの社会保障給付費や病院・水道事業等の公営企業会計
（102億4千万円）の人件費等の加算が主なものとなっています。

経常収益
経常収益は、普通会計30億7千万円に対して、約15.09倍の463億3千万円で、これは普

通会計における経常収益が、行政コストの直接対価として使用料・手数料等を計上してい
るのに対して、連結ベースでは、病院・水道事業等の公営企業会計の水道料金等の事業
収益や、国民健康保険事業等の保険料収入等が計上されることが主なものとなっていま
す。

80,223△3,988△5010,42712,75661,078
純経常行政コスト

（A－B）

46,329△16,4947,24210,35442,1603,067経常収益（B）

8,533△1,6762,951904,6642,504４その他のコスト

61,067△16,885816,73631,67229,536３移転支出的なコスト

34,682△1,9211,8071,69513,76019,341２物にかかるコスト

22,27002,4262,2604,82012,764１人にかかるコスト

126,552△20,4827,19220,78154,91664,145経常行政コスト（A）

連結
会計

相殺
消去等

地方公
社・第
三セク
ター等

一部事
務組合
・広域
連合

公営事
業会計

普通
会計

行政目的

（単位：百万円）
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平成20年度末の連

結ベースでの期末純
資産残高は3,682億7
千万円で、期首純資産
残高3,587億4千万円
から95億3千万円の増
となっています。

純経常行政コスト802
億2千万円に対して、
一般財源584億8千万
円と国県補助金等受
入312億1千万円をあ
わせて、財源調達等が
896億9千万円となり、
95億3千万円の純資産
の増となっています。

368,265240,968期末純資産残高

9,5287,487純資産増加額

△ 480その他

20318無償受贈資産受入

77資産評価替

△ 102△ 72臨時損益

31,21014,116補助金等受入

58,48154,496一般財源

89,69168,612財源調達

△ 80,223△ 61,078純経常行政コスト

358,737233,481期首純資産残高

連結会計普通会計区分

５．連結資金収支計算書について

平成20年度末の連結ベースでの単年度資金収支は、51億3千万円の増額となり、
期末資金残高は124億9千万円となっています。

４．連結貸純資産変動計算書について

12,4925,687期末資金残高

7,3631,914期首資金残高

5,1293,773当期収支

△ 18,802△ 14,994３ 投資・財務収支

△ 2,982△ 4,231２ 公共資産等整備収支

26,91322,998１ 経常的収支

連結会計普通会計区 分

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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